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平成２３年度 総務省ＩＣＴ関係重点政策成 度 政

～「ＩＣＴ維新ビジョン２．０」の推進による「強い経済」の実現～

平成２２年１２月

総 務 省総 務 省



平成２３年度ＩＣＴ関係予算（案）について

基本的考え方

「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」（本年５月）に基づき、利用者本位のＩＣＴ利活用による持続的経済成長を実現するとともに、国民の暮

らしの安全・安心を確保する観点から、「光の道」１００％の実現、地上デジタル放送への確実な完全移行、「日本×ＩＣＴ」戦略

による３％成長の実現 ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 グリ ＩＣＴの推進を通じ 政府の「新成長戦略 （本年６月１８日閣議

基本的考え方

による３％成長の実現、ＩＣＴ産業の国際競争力の強化、グリーンＩＣＴの推進を通じ、政府の「新成長戦略」（本年６月１８日閣議

決定）が目指す「強い経済」を実現する。

予算額

平成平成２３２３年度年度
予定予定額額

平成平成２２２２年度年度
当初当初予算額予算額

対前年度予算対前年度予算
増減額増減額

対前年度予算対前年度予算
増減率増減率特別枠要望特別枠要望 要求要求

予算額

一般財源 578.7億円＊ 132.0億円 446.7億円 673.1億円 ▲94.5億円 ▲14.0%

電波利用料財源 718.3億円 62.2億円 656.1億円 621.9億円 96.4億円 15.5%

合 計 1,296.9億円 194.2億円 1,102.7億円 1,295.0億円 1.9億円 0.1%

財源別財源別

合 計 1,296.9億円 194.2億円 1,102.7億円 1,295.0億円 1.9億円 0.1%

平成平成２３２３年度年度
予定額予定額

平成平成２２２２年度年度
当初当初予算額予算額

対前年度予算対前年度予算
増減額増減額

対前年度予算対前年度予算
増減率増減率

（＊） ＮＩＣＴ交付金 ３０２.８億円（Ｈ２２ ３０９．０億円）を含む。

１．「光の道」１００％の実現 24.0億円 － 24.0億円 －

２．地上デジタル放送への確実な完全移行 352.6億円 249.5億円 103.1億円 41.3%

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現 410.8億円 498.2億円 ▲87.4億円 ▲17.5%

事項別事項別
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本 」戦 成 実現 億

４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 413.2億円 461.6億円 ▲48.4億円 ▲10.5%

５．グリーンＩＣＴの推進 28.2億円 17.2億円 11.0億円 64.0%



「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」の推進による「強い経済」の実現 － 全体概要

「光の道」整備推進事業

「光の道」推進関連法制度の整備 （次期通常国会）１．「光の道」１００％の実現

アナログ放送終了（２０１１年７月）に向けた最終体制の整備等

「光の道」推進税制（公共アプリケーション利活用促進税制）の整備

２．地上デジタル放送への確実な完全移行 低所得世帯への地デジチューナー等の支援

フューチャースクール推進事業

地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準の特例措置の拡充及び延長

医療・健康情報活用基盤の構築、高齢者・チャレンジド・育児／介護従事者向けサービス開
発等の推進

地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 （ＮＰＯ・地方公共団体等による地域ＩＣＴ利活用事業）

情報連携による添付書類削減等のための行政業務システム連携推進事業

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現
発等の推進

ホワイトスペース等の新たな電波の有効利用の促進

電波利用ニーズの急速な拡大・多様化に対応した電波利用料制度の見直し （次期通常国会）

安心・安全なネット環境の整備 （サイバーテロ対策に資する研究開発、児童ポルノサイトブロッキン
グ技術実証等）グ技術実証等）

ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し

グローバル展開を視野に入れた研究開発・標準化等の推進 （新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ
－Ｘ）の構築、脳とＩＣＴ、最先端光技術、ライフサポート型ロボット技術等に係る研究開発等）

４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 ＩＣＴ海外展開の推進

デジタルコンテンツの発信・ネットワーク流通の促進

グローバルコンソーシアムの組成

５．グリーンＩＣＴの推進

最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発

ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業 （新システムの開発）

グリーンＩＣＴ推進事業 2



平成２３年度予定額 ２４．０億円
（新 規）

利用者本位のＩＣＴの徹底利活用により「光の道 構想を推進し ２０１５年頃を目途にすべての世帯で

１．「光の道」１００％の実現

利用者本位のＩＣＴの徹底利活用により「光の道」構想を推進し、２０１５年頃を目途にすべての世帯で
ブロードバンドサービス利用を実現する。

■■ 「光の道」整備推進事業 ２４．０億円 （新規）■■ 光の道」整備推進事業 ２４．０億円 （新規）

• 教育・医療等の分野における公共アプリケーションの導入を前提とした超高速ブロードバンド基盤整備を実施する地方公

共団体等に対し、事業費の一部を支援。

■■ 「光の道」推進関連法制度の整備 制度整備等■■ 光の道」推進関連法制度の整備 制度整備等

• 「光の道」構想に関する基本方針（平成２２年１２月総務省決定）に基づき、関係法律の改正案（電気通信事業法、ＮＴＴ法、

電波法の一部改正）を次期通常国会に提出し、競争ルールの整備やワイヤレスブロードバンド向け周波数の確保等を実施。

⑤超高速ブロード
バンドアクセス
サービスの提供

国民国民利用者利用者

「光の道」構想の推進 「光の道」整備推進事業

※支援対象となるのは、超
高速ブロードバンドイン
フラの未整備地域のみ

超高速ブロードバンド
約90%

現 状 2015年頃目途

100% 民間事民間事業者業者

提供

公設民営
（ＩＲＵ※２）

地方公共地方公共
総務大臣総務大臣

①事業計画の認定申請
（※１）

⑤公共アプリ
ケーションの
提供

フラの未整備地域のみ。

利用可能率

超高速ブロードバンド

利用率
約30%

約90% 100%

100%

民間事民間事業者業者

②認定

③公共アプリケーションの導入のための超高速ブロードバンドインフラ整備に

団体等団体等
総務大臣総務大臣

④超高速ブロードバンド
インフラの貸与

利用率 ③公共アプリケーションの導入のための超高速ブロードバンドインフラ整備に
ついて、事業費の１／３を交付
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※１ 電気通信基盤充実臨時措置法の一部改正を行い、改正法に基づき認定を受ける。
※２ IRU（indefeasible right of user）とは：関係当事者の合意がない限り，破棄したり終了

させることができない回線使用権。



１．「光の道」１００％の実現 （続き）

■■ 「光の道」推進税制（公共アプリケーション利活用促進税制）の整備 税制改正■■ 光の道」推進税制（公共アプリケ ション利活用促進税制）の整備 税制改正

• 超高速ブロードバンドの利活用を促進するとともに、その利活用の地域格差の解消に資するため、条件不利地域において

公共施設に超高速ブロードバンドを活用した教育・医療の公共アプリケーションを導入するために必要となる設備を取得し

た事業者に対し、法人税の特例措置や固定資産税の特例措置を適用。

１ 措置内容

①法人税：取得価額の１５％の特別償却

②固定資産税：取得後３年度分の固定資産税の課税標準を３／４に圧縮

２ 対象者

電気通信事業を営む者（資本金１億円以下、電気通信基盤充実臨時措置法に基づく認定を受けた者に限る。）

３ 対象設備

公益的施設に教育・医療の公共アプリケーション（システム）を導入するために必要となる加入者系光ファイバケーブル、ファイアウォール、

ルーター又はスイッチ、サーバ、ソフトウェア（法人税のみ。サーバと一体的に導入されるもの。）

４ 対象地域

①過疎、②半島、③離島、④奄美、⑤小笠原、⑥沖縄

情報伝送

病院・診療所
高齢者・患者宅イメージイメージ

指導・アドバイス
健康測定器等

学校・教育機関
自宅

アプリケーション
提供事業者

超高速
ブロードバンド

画像
サーバ

映像/教材配信
サーバ対象範囲

共同
授業 教材

共有
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２０１１年７月の地上デジタル放送への完全移行に向け あらゆる政策を総動員し 確実な移行を実現する

２．地上デジタル放送への確実な完全移行 平成２３年度予定額 ３５２．６億円
（平成２２年度当初予算額 ２４９．５億円）

２０１１年７月の地上デジタル放送への完全移行に向け、あらゆる政策を総動員し、確実な移行を実現する。

■■ アナログ放送終了（２０１１年７月）に向けた最終体制の整備等 ３５２．６億円 （Ｈ２２ ２４９．５億円）

事業費 約６６２億円＊１ （Ｈ２２ 約８６６億円）

• アナログ放送終了のための最終体制を整備（地デジコールセンターの拡充、全国１０００か所程度の身近な臨時相談コーナー

（デジサポ出張所）の設置 など）。

• ７月まで各種支援策を集中的に実施（共聴施設のデジタル化、新たな難視対策 など）。

■■ 低所得世帯への地デジチューナー等の支援 事業費 約１０６億円＊１ ＊２ （Ｈ２２ 約３３８億円） 【再掲】

• 低所得世帯への地デジチューナー等の支援の対象世帯を拡充し、国民が等しく地上デジタル放送を視聴できるよう、万全

の体制を整備。 ＊１ 国庫債務負担行為による後年度負担額を含む。

＊２ このほか、平成２２年度補正予算によって３９．０億円を措置。

■■ 地上放送施設デジタル化促進に係る課税標準の特例措置の拡充及び延長 税制改正

• 放送事業者が取得した地上放送デジタル化のための設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置を適用。

＊２ このほか、平成２２年度補正予算によって３９．０億円を措置。

普

５

100%[5,000万世帯]
（2011年4月）

調査結果

アナログ放送終了に
向けた最終体制の整備

地上デジタル放送用受信機の普及状況地デジ受信のための支援策
の集中的実施

アナログ
テレビ

普
及
世
帯
数
（
千
万
世
帯

２

３

４
調査結果

90.3％
［4,515万世帯相当］

（2010年9月） 普及目標

91%
[4,550万世帯]
（2010年9月）

地デジコールセンターの拡充

共聴施設のデジタル化、
新たな難視対策等の⽀援

テレビ

アナログ
放送停波

帯
）

０

１

2003 04 05 06 07 08 09 10 11
暦年⾝近な臨時相談コーナーの設置 地デジチューナー等の⽀援
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医療・介護 教育 行政等の公的サ ビスを中心に 「新しい公共」を軸とするＩＣＴ利活用の広域展開等を

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現 平成２３年度予定額 ４１０．８億円
（平成２２年度当初予算額 ４９８．２億円）

医療・介護、教育、行政等の公的サービスを中心に、「新しい公共」を軸とするＩＣＴ利活用の広域展開等を
推進するとともに、新たな電波の有効利用の促進、スマートクラウド戦略の推進、安心・安全なネット環境の

整備等を推進し、新市場の創出を実現。

■■ フューチャースクール推進事業 １０．６億円 （Ｈ２２ １０．０億円）

• ＩＣＴを活用し、子ども同士が互いに学び合い、教え合う「協働教育」の実現などに向けて、フューチャースクール推進事業

の実施により、地域の実情に応じたきめ細かい実証を展開。の実施により、地域の実情に応じたきめ細かい実証を展開。

協働教育
プラットフォーム

・ デジタル教材（教科書）の提供

・ 学校、家庭、児童間共有ポータルサイトの運営 プラットフォ ム
・ 各種ナレッジ、ＩＣＴサポート

などを一元化

学校、家庭、児童の
情報を共有

学校と家庭
の連携学校 家庭

学校全体の運営を含めてＩＣＴが行き渡り ＩＣＴ機器を使 て児童学校全体の運営を含めてＩＣＴが行き渡り、ＩＣＴ機器を使って児童
生徒が互いに教え合い、学び合う教育などを実践

6
※ 文部科学省と連携して実施し、教育分野におけるＩＣＴ利用環境を整備するためのガイドライン（手引書）等としてとりまとめる



３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現 （続き）

■■ 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 ２５．５億円 （Ｈ２２ ８２．０億円）■■ 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 ２５．５億円 （Ｈ２２ ８２．０億円）

• 「新しい公共」の担い手であるＮＰＯや地方公共団体等が主体となり、地域の広域連携による遠隔医療、福祉、介護、防災、

防犯等の分野における効果的・効率的なＩＣＴ利活用を促進。

■■ 情報連携による添付書類削減等のための行政業務システム連携推進事業 ２．７億円 （Ｈ２２ ６．７億円）

■■ 医療・健康情報活用基盤の構築、高齢者・チャレンジド・育児／介護従事者向けサービス開発等の推進

９．３億円 （Ｈ２２ １０．８億円）

地方公共団体（地方公共団体からの推薦を受けた第３

委託対象委託対象

地域ＩＣＴ利活用広域連携事業

総 務 省

● 複数の自治体にまたがる広域連携が前提

地方公共団体（地方公共団体からの推薦を受けた第３
セクター、ＮＰＯ法人も含む）

要件要件

委託

複数主体の連携によるＩＣＴ利活用

成果報告 普及推進

全
国効● 複数の自治体にまたがる広域連携が前提

● 人材育成・活用を実施することが前提

委託対象経費委託対象経費
地方公共団体Ａ

地方公共団体Ｃ広域連携

童 援

「新しい公共」支援

・ＩＣＴ人材の有効的育成・活用
・ＩＣＴシステム機能連携・集約化

国
各
地
域
に
お
け

率
的
・効
果
的
な

導
入
・利
活① ＩＣＴ人材招聘・育成

（人材研修、専門家の招聘等）

② ＩＣＴ関連システム設計・構築
（プログラム設計・開発、ソフトウェア等）

ＩＩＣＴ人材＝ＮＰＯ等ＩＣＴ人材＝ＮＰＯ等
ＩＣＴ関連システムＩＣＴ関連システム

児童支援

高齢者支援

就労支援

・ＩＣＴシステム機能連携・集約化 け
る

な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の

活
用
の
実
現

③ ＩＣＴ機器・設備
（サーバ、ネットワーク機器、端末等） 等

地方公共団体Ｄ地方公共団体Ｂ
災害対策

コミュニティ
支援
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■■ ホワイトスペース等の新たな電波の有効利用の促進 ２４０ ５億円 （Ｈ２２ ２３９ ８億円）

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現 （続き）

■■ ホワイトスペース等の新たな電波の有効利用の促進 ２４０．５億円 （Ｈ２２ ２３９．８億円）

• 「ホワイトスペース特区」において地域特性に応じたサービスやシステムの実現を目指した実証を行うとともに、電波資源の

より一層の拡大を可能とする技術の研究開発等を推進。

■■ 電波利用ニーズの急速な拡大・多様化に対応した電波利用料制度の見直し 制度整備等■■ 電波利用ニーズの急速な拡大・多様化に対応した電波利用料制度の見直し 制度整備等

• ①既存使途の歳出の効率化、②電波の有効利用の一層の促進、③電波利用料への電波の経済的価値の一層の反映とい

う方向性に基づき、電波利用料制度の見直しを実施（電波法の一部改正）。

地域のタウン情報や行政紹介、医療情報、子

地域コミュニティ向け情報提供地域コミュニティ向け情報提供
サービスサービス スポーツ競技場で、独自コンテンツ

や実況中継の配信

スポーツ競技施設・遊園地スポーツ競技施設・遊園地

育て支援などコミュニティ向けの情報を提供

居酒屋
メ ニュー＆クーポン

居酒屋●●●●

[ 住所 ]●●●●●●●●●●●●
[ 電話 ]●●●●●●●●●●●●

実況中継

ホワイトスペースの

地下鉄や空港で広告や独自コンテンツを

交通機関交通機関

自治体

ホワイトスペ スの
活用事例

観光観光
地下鉄や空港で広告や独自コンテンツを
配信

居酒屋
メ ニュー＆クーポン

居酒屋●●●●

[住所]●●●●●●●●●●●●
[電話]●●●●●●●●●●●●

旅行者に対し、観光スポットやイベン
ト情報を配信
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（注）ホワイトスペース 放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって、他の目的にも利用可能な周波数



■■ 安心 安全なネット環境の整備 ２０ ２億円 （Ｈ２２ ２０ １億円）

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現 （続き）

■■ 安心・安全なネット環境の整備 ２０．２億円 （Ｈ２２ ２０．１億円）

• 国際連携によるサイバー攻撃予知等のネットワークセキュリティ技術に関する研究開発、児童ポルノ排除総合対策（平成２２年

７月犯罪対策閣僚会議決定）に基づく児童ポルノサイトブロッキング技術の実証実験等を推進。

■■ ＩＣＴの利活用を阻む規制 制度の見直し 制度整備等■■ ＩＣＴの利活用を阻む規制･制度の見直し 制度整備等

• 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部を中心に、各府省の連携により、ＩＣＴ利活用を阻む規制・制度の見直しを推進。

国際連携によるサイバー攻撃予知・
即応技術の研究開発

児童ポルノサイトブロッキングに関する実証実験

サイバー攻撃等の検知・分析

悪意あるソフトウェア情報 サイバー攻撃情報

予知・即応
を可能に 精度の高いブロッキング方式技術的課題の存在

（例） 適法なサイト
見られるよ
うになった♪

閲覧閲覧
不可不可

？

適法なサイト
適法なサイト
も見られな
い？？

うになった♪

監視用サーバ監視用サーバ

センサーセンサー

不可不可

閲覧閲覧
不可不可児童ポルノサイトだけではなく、

適法なサイト等までブロッキング

！

児童ポルノサイト

技術的
課題の

マルウェア感染ＰＣ等

サイバー攻撃探索 感染活動

9

適法なサイト等までブロッキング
してしまうおそれあり

精度の高いブロッキングが可能

解決



我が国の優れた技術やデジタルコンテンツ等をグロ バル展開し 我が国の持続的な経済成長を実現す

４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 平成２３年度予定額 ４１３．２億円
（平成２２年度当初予算額 ４６１．６億円）

我が国の優れた技術やデジタルコンテンツ等をグローバル展開し、我が国の持続的な経済成長を実現す
る観点から、我が国のＩＣＴ産業の国際競争力を強化するための施策について、産学官連携を強化しつつ、

総合的に推進。

■■ グローバル展開を視野に入れた研究開発・標準化等の推進 ３４４．８億円 （Ｈ２２ ３７２．４億円）

• 我が国が強みを持つフォトニックネットワーク技術に関する研究開発、次世代の戦略的ネットワーク技術を開発する新世代

通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の構築等を推進。

• 脳の仕組みを活かしたイノベーションの創出、医療・介護等に活用可能なライフサポート型ロボット技術の開発等、ＩＣＴ分

野のライフイノベーションを推進。

新世代通信網テスト ドフォトニックネットワーク技術

解析装置
BMIBMI：脳をＩＣＴで読む：脳をＩＣＴで読むBFIBFI：脳に学ぶＩＣＴ：脳に学ぶＩＣＴ

脳とＩＣＴに関する研究開発新世代通信網テストベッド
（ＪＧＮ－Ｘ）

フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発

ノード間で光信号のまま

解析

計測データ公民館へ

脳の優れた特徴を活かし
た省エネで自律的に動く
ネットワークの制御技術

新世代通信網テストベッド

（JGN-X）基幹網

ノ ド間で光信号のまま
情報を交換光通信網を大容量化

公民館へ

公民館
へ

計測装置

ネットワーク

ルータ

九州

関東
米国

EU
国際接続国際接続

WAN

基幹網とアクセス網を
光信号で接続

BFI：Brain-Function installed Information network 
BMI：Brain Machine Interface

韓国

香港豪州

タイインド

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
アクセス網

LANLAN

光信号で接続
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４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化 （続き）

■■ ＩＣＴ海外展開の推進 １２ ０億円■■ ＩＣＴ海外展開の推進 １２．０億円 （Ｈ２２ ２４．３億円）

• 我が国が強みを有するＩＣＴシステムの海外展開を加速するため、官民一体の連携体制の下、相手国のニーズを踏まえた

モデル・システムの構築・運用等を戦略的に実施し、我が国のＩＣＴ産業の国際競争力強化等を支援。

■■ デジタル 発信 ネ トワ ク流通 促進 ５ ６■■ デジタルコンテンツの発信・ネットワーク流通の促進 ５．６億円 （Ｈ２２ １１．１億円）

• 日本のデジタルコンテンツの発信力強化、その活用による経済活性化及び流通環境の整備等を一体的に推進。

• デジタル出版の利活用を推進するための技術的課題を解決するための検討・実証を実施。

■■ グローバルコンソーシアムの組成 制度整備等

• 産学官連携による我が国システムの海外展開のために必要なコーディネート等を行う体制を整備。

際 作 域ＩＣＴ海外展開の推進

日本の高度なＩＣＴの展開に

国際共同製作による地域コンテンツ
の海外展開に関する調査研究

日本の高度なＩＣＴの展開に

向けたハイレベル間での調整

途上国等のニーズに対応したトータルパッケージ
型モデル・システムの構築・運用

・ 主要通信インフラシステム
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要通信 ラ テ

・ 課題解決型ＩＣＴシステム

・ ＩＣＴを組み込んだ次世代インフラシステム



ＩＣＴパワーによりＣＯ 排出量１０％以上（１９９０年比）の削減（２０２０年時点）を実現する観点から ＩＣＴによる

５．グリーンＩＣＴの推進 平成２３年度予定額 ２８．２億円
（平成２２年度当初予算額 １７．２億円）

ＩＣＴパワーによりＣＯ２排出量１０％以上（１９９０年比）の削減（２０２０年時点）を実現する観点から、ＩＣＴによる
グリーンイノベーションを推進

■■ 最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発 １３．９億円 （Ｈ２２ ９．８億円）

• グリーンＩＣＴの基盤として、省電力・高信頼・高品質なクラウドサービスの提供を可能とするグリーンクラウド基盤の構築を推進

■■ ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業 ８．７億円 （Ｈ２２ ５．７億円）

• 競争的資金による独創性･新規性に富むＣＯ２排出量削減効果の高いＩＣＴシステム技術の研究開発を推進

■■ グリーンＩＣＴ推進事業 ４．１億円 （新規）

• 我が国主導のグリーンＩＣＴに係るＣＯ２削減のベストプラクティスモデル及び環境影響評価手法の国際標準化を推進

独創的・新規的な

グリーンＩＣＴ研究開発

●ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業
・ 温暖化対策に資する独創性・新規性に富むICT分野の研究開発の推進（競争的資金）

連携

●グリーンＩＣＴ推進事業
・ 実証実験等により、ＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果を評価
する手法を確立し、国際標準化を先導

連携

グリーン化の
評価手法の確立

連携

連携

連携

グリーンなＩＣＴ
基盤の確立

●最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発
・ クラウド分野の国際競争力の強化を図りつつ、全体の省電力化を実現し、高信頼かつ高品質なクラウドサービスを
提供する最先端のグリーンクラウド基盤の構築

ＩＣＴパワーによるＣＯＩＣＴパワーによるＣＯ２２排出量１０％以上の削減排出量１０％以上の削減
12



「元気な日本復活特別枠」政策コンテスト 評価結果の反映状況

平成平成２３２３年度年度 平成平成２３２３年度年度
事業名事業名

平成平成２３２３年度年度
要望額要望額

評価評価
平成平成２３２３年度年度

予定額予定額
評価結果の反映状況評価結果の反映状況

「光の道」整備推進事業 30.0億円 Ｂ 24.0億円 相当な需要が見込まれる条件不利地域に対象を限定

脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発 20 5億円 Ｃ 10 2億円 基礎的な研究に限定脳の仕組みを活かしたイノベ ション創成型研究開発 20.5億円 Ｃ 10.2億円 基礎的な研究に限定

ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発 7.5億円 Ｃ 4.5億円

クラウド対応型セキュリティ対策技術の研究開発 5.8億円 Ｄ 1.8億円

国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の研究開発 7.0億円 Ｂ 6.3億円

児童ポルノサイトのブロッキングに関する実証実験 5.3億円 Ｂ 4.7億円

フォトニックネットワーク技術に関する研究開発 22.5億円 Ｂ 13.5億円

新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）構築事業 53.5億円 Ｂ 32.1億円

グローバル展開型通信衛星技術開発事業 10.3億円 Ｄ 0億円 事業を実施しない

アジアユビキタスシティ構想推進事業 10.0億円 Ｄ 2.0億円 内容を実証実験から調査研究に変更し、規模を圧縮アジア ビキタスシティ構想推進事業 0 0億円 Ｄ 0億円 内容を実証実験から調査研究 変更し、規模を圧縮

デジタルコンテンツ力創造事業 5.0億円 Ｄ 0億円 事業を実施しない

国際共同製作による地域コンテンツの海外展開 4.5億円 Ｄ 0.9億円

ＩＣＴグリ ンイノベ シ ン推進事業 10 4億円 Ｂ 8 7億円ＩＣＴグリーンイノベーション推進事業 10.4億円 Ｂ 8.7億円

グリーンＩＣＴ推進事業 4.5億円 Ｂ 4.1億円

最先端のグリーンクラウド基盤構築に向けた研究開発 15.5億円 Ｂ 13.9億円
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低所得世帯への地デジチューナー等の支援 62.2億円 Ａ 62.2億円

フューチャースクール推進事業（拡充分） 21.7億円 Ｃ 5.2億円 文科省と密接な連携、校数の絞り込み等の見直し



平成平成２３２３年度年度 平成平成２３２３年度年度

行政刷新会議 事業仕分け第３弾 評決結果の反映状況

事業名事業名
平成平成２３２３年度年度
要求・要望額要求・要望額

評決結果評決結果
平成平成２３２３年度年度

予定額予定額
評決結果の反映状況評決結果の反映状況

地域ＩＣＴ利活用広域連携事業 47.2億円 国の事業として廃止 25.5億円 平成２３年度での廃止を前提として規模を縮小

フューチャースクール推進事業

継続分 7.0億円 廃止 5.4億円
文部科学省事業と十分な連携を確保した上で、

継続に必要な経費に限定

拡充分 21.7億円 見直しを要する 5.2億円
校種、校数の相当の絞り込みを行い、

徹底したコストを見直し

新ＩＣＴ利活用サービス創出支援事業
（ 特 事業 推進）

8 1億円
来年度の予算計上は

送
0億円 平成２３年度の予算計上は見送り

（ユビキタス特区事業の推進）
8.1億円

見送り
0億円 平成２３年度の予算計上は見送り

アジアユビキタスシティ構想推進事業 10 0億円 見直しを要する 2 0億円
内容を実証実験から調査研究に変更し、

アジアユビキタスシティ構想推進事業 10.0億円 見直しを要する 2.0億円
内容を実証実験から調査研究に変更し、

事業規模を圧縮

ＩＣＴ海外展開の推進 予算要求の縮減ＩＣＴ海外展開の推進
（ＩＣＴ先進事業国際展開プロジェクト）

17.0億円
予算要求の縮減

（半額）
12.0億円 設備費（約１０億円）を半減

地域 海外展開に関する
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地域コンテンツの海外展開に関する
実証実験

4.0億円 国の事業として廃止 0億円 平成２２年度限りで廃止


